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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
３．第61期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．第62期第１四半期連結会計期間より潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に当たり、
平成22年６月30日改正の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。当該
会計方針の変更は遡及適用され、第61期第１四半期連結累計期間及び第61期連結会計年度の潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額について遡及処理を行っております。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第61期 

第１四半期連結 
累計期間 

第62期 
第１四半期連結 
累計期間 

第61期 

会計期間 

自平成23年 
２月１日 
至平成23年 
４月30日 

自平成24年 
２月１日 
至平成24年 
４月30日 

自平成23年 
２月１日 
至平成24年 
１月31日 

売上高                 （百万円）  23,386  28,863  102,973

経常利益              （百万円）  1,866  1,479  6,225

四半期（当期）純利益   （百万円）  1,392  851  3,904

四半期包括利益又は包括利益 
             （百万円） 

 1,328  866  3,844

純資産額               （百万円）  33,653  36,043  35,680

総資産額               （百万円）  74,009  75,688  79,774

１株当たり四半期（当期）純利益金額 
                           （円） 

 51.73  31.62  144.99

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額   （円） 

 51.68  31.52  144.67

自己資本比率               （％）  45.5  47.6  44.7

２【事業の内容】 
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 
  
(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による影響が残る中、復興需要等を背景に、生
産、企業収益等に回復の兆しが見られ、個人消費も緩やかな増加に転じるなど、景気回復の動きが現れており、これ
らの背景をもとに、先行きについても景気回復基調が確かなものとなることが期待されております。しかしながら、
欧州債務危機による金融資本市場の変動や海外景気の下振れ、電力供給の制約や原油高、デフレの影響等により景気
が下押しされるリスクも存在しております。 
当社グループが主体とする不動産業界においては、震災の影響がありながらも、住宅エコポイント制度の再開や

低金利政策等の各種の住宅取得促進政策を背景に、新設住宅着工戸数が持ち直し、また地価下落傾向の底打ち感が現
れておりますが、その一方で供給過剰感が出始めており、在庫リスクが強まってきております。 
このような市場環境に鑑み、当社グループの主力である戸建住宅においては、適正な在庫回転率及び在庫水準維

持のための仕入・着工・販売のバランスの平準化、「長期優良住宅」認定住宅の標準仕様化、住宅性能評価書全棟取
得、新規エリア展開等を通じ、安定的な事業基盤の構築及び事業の拡大を図りました。当該戦略に基づいた結果、売
上高については想定通りに伸長することができましたが、土地仕入競争の激化並びに市場の供給過剰感に対応すべく
上記の在庫回転率重視の販売活動を実施した結果、前年同期と比べ粗利益率が低下いたしました。 
販売費及び一般管理費においては、ほぼ想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本方針に

沿って、積極的な土地仕入に十分対応できる調達枠を確保できております。 
また、前事業年度において繰越欠損金が解消されたことにより、前年同期と比べ税金費用が増加し、四半期純利

益が減少することとなりました。 
その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同期比 ％増）、営業利益は
百万円（前年同期比 ％減）、経常利益は 百万円（前年同期比 ％減）、四半期純利益は 百

万円（前年同期比 ％減）となりました。 
  
 セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
①不動産分譲事業 
 戸建住宅におきましては、前年同期と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る売上高
は 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。土地に係る売上高は２億 百万円（前年同期比 ％
減）、建築条件付戸建住宅に係る売上高は３億 百万円（前年同期比 ％減）、不動産分譲事業の周辺業務に係
る売上高は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。これらにより、不動産分譲事業全体の売上高は 億
百万円（前年同期比 ％増）となりました。 
②建築請負事業 
 建築請負事業に係る売上高は、４億 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 
③不動産賃貸事業 
 不動産賃貸事業に係る売上高は、 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 
   

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

288億63 23.4
16億34 21.8 14億79 20.7 ８億51

38.9

181
276 74 29.5 46 13.8

56 56.4
58 1.7 283 36

25.8

42 43.1

85 0.7
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(2）財政状態の分析 
 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の減少とな
りました。これは主に、仕掛販売用不動産等のたな卸資産が 億 百万円減少したこと等によるものであります。 

 当第１四半期連結会計期間末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の減少とな
りました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が 億 百万円減少した
こと、未払法人税等が 億 百万円減少したこと等によるものであります。 

 当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と
なりました。これは主に、剰余金の配当５億 百万円に対し、四半期純利益 百万円を計上したこと等によるも
のであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 
 該当事項はありません。 

756億88 40億85
34 74

396億45 44億49
25 99

16 79

360億43 ３億63
11 ８億51
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。   
  

該当事項はありません。 
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  107,346,224

計  107,346,224

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成24年４月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成24年６月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  26,965,956  26,965,956
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
100株 

計  26,965,956  26,965,956 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 
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該当事項はありません。 
  

（注）新株予約権の行使による増加であります。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成24年２月１日～ 
平成24年４月30日   23,000  26,965,956  6  7,818  6  8,109

（６）【大株主の状況】 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成24年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。 

  
①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13
個）含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式39株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あります。
なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれており、「単元未満
株式」の欄に60株含まれております。 

 該当事項はありません。  

（７）【議決権の状況】 

  平成24年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  
普通株式  

 14,300

－ － 

完全議決権株式（その他）（注）１ 
普通株式 

 26,843,000
 268,430 － 

単元未満株式（注）２ 
普通株式 

 85,656
－ － 

発行済株式総数  26,942,956 － － 

総株主の議決権 －  268,430 － 

   平成24年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社東栄住宅 
東京都西東京市芝久 
保町四丁目26番３号 

 14,300  －  14,300  0.05

計 ―  14,300  －  14,300  0.05

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年２月１日から平
成24年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年４月30日まで）に係る四半期連
結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 12,766 12,169 
販売用不動産 15,550 18,790 
仕掛販売用不動産 32,334 26,612 
未成工事支出金 5,066 4,071 
その他 886 981 
貸倒引当金 △1 － 

流動資産合計 66,602 62,625 
固定資産   
有形固定資産   
建物 4,730 4,707 
土地 8,360 8,277 
その他 475 504 
減価償却累計額 △1,708 △1,733 

有形固定資産合計 11,858 11,754 
無形固定資産 195 179 
投資その他の資産   
投資有価証券 544 567 
その他 603 592 
貸倒引当金 △30 △30 

投資その他の資産合計 1,117 1,129 

固定資産合計 13,171 13,063 

資産合計 79,774 75,688 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び営業未払金 11,766 11,137 
短期借入金 26,836 24,405 
1年内返済予定の長期借入金 426 343 
未払法人税等 2,232 553 
賞与引当金 53 201 
その他 1,192 1,513 
流動負債合計 42,509 38,155 

固定負債   
長期借入金 631 545 
退職給付引当金 491 507 
保証工事引当金 306 308 
その他 155 128 
固定負債合計 1,585 1,489 

負債合計 44,094 39,645 
純資産の部   
株主資本   
資本金 7,811 7,818 
資本剰余金 8,103 8,109 
利益剰余金 19,577 19,917 
自己株式 △40 △41 

株主資本合計 35,451 35,804 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 188 204 
その他の包括利益累計額合計 188 204 

新株予約権 40 35 
純資産合計 35,680 36,043 

負債純資産合計 79,774 75,688 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年４月30日) 

売上高 23,386 28,863 
売上原価 19,342 25,075 
売上総利益 4,044 3,788 
販売費及び一般管理費 1,954 2,153 
営業利益 2,089 1,634 

営業外収益   
受取利息 0 0 
受取保険金 2 4 
還付加算金 6 － 
その他 4 2 
営業外収益合計 13 7 

営業外費用   
支払利息 160 116 
融資手数料 59 36 
その他 15 9 
営業外費用合計 236 162 

経常利益 1,866 1,479 
特別利益   
固定資産売却益 1 0 
特別利益合計 1 0 

特別損失   
固定資産売却損 8 6 
減損損失 － 0 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4 － 

特別損失合計 13 7 

税金等調整前四半期純利益 1,854 1,472 
法人税、住民税及び事業税 166 537 
法人税等調整額 295 83 
法人税等合計 462 620 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,392 851 

四半期純利益 1,392 851 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,392 851 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △63 15 

その他の包括利益合計 △63 15 

四半期包括利益 1,328 866 
（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 1,328 866 
少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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 該当事項はありません。 

【会計方針の変更等】 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日) 
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 
当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年
６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６
月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適
用しております。 
この適用により潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、ストック・オプションの権利行使によ
り払い込まれた場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービスに
係る分を含めて算定しております。 
また、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の数値は、当該会計方針の変更
を反映した遡及修正後の数値を記載しております。 
なお、これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額に与える影響はありません。 

【追加情報】 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日) 
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用） 
当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

8875/2013年-13-



該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半
期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年４月30日） 
配当に関する事項 
配当金の支払額 

(注）１株当たり配当額40円には、創立60周年に伴う記念配当10円が含まれております。 
  
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日） 
配当に関する事項 
配当金の支払額 

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  
  

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年４月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

 減価償却費 百万円 64 百万円  63

（株主資本等関係） 

決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年４月26日 
定時株主総会 

普通株式  1,076  40 平成23年１月31日 平成23年４月27日 利益剰余金 

決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年４月24日 
定時株主総会 

普通株式  511  19 平成24年１月31日 平成24年４月25日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年４月30日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。
全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年４月30日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費
用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり
ます。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲 
事業 

建築請負 
事業 

不動産賃貸 
事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  22,525  776  84  23,386  －  23,386

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  3  77  －  80  △80  －

計  22,529  853  84  23,467  △80  23,386

セグメント利益  2,493  36  39  2,569  △480  2,089

△480

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２  

不動産分譲 
事業  

建築請負 
事業  

不動産賃貸 
事業  計 

売上高             

外部顧客への売上高  28,336   442   85   28,863  －   28,863

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  1  44  －  45  △45  －

計   28,337   486   85   28,909   △45   28,863

セグメント利益又は損失（△）    2,145   △39   42   2,149   △514  1,634

△514
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

（会計方針の変更） 
 当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年
６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６
月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適
用しております。 
 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ
プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評
価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 
 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額に与える影響はありません。 
  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年４月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年４月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 51 73 円 銭 31 62

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,392  851

普通株式に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,392  851

普通株式の期中平均株式数（千株）  26,923  26,930

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 51 68 円 銭 31 52

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  28  82

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

 －  －

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東栄
住宅の平成２４年２月１日から平成２５年１月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２４年２月１
日から平成２４年４月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年２月１日から平成２４年４月３０日まで）
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び
注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄住宅及び連結子会社の平成２４年４月３０日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２４年６月１１日

株式会社東栄住宅 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士 山口 光信  印 

  
  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 柴田 憲一  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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